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①　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　　　　　　受付No.　                    　　
（西暦） 　　　　年　　　月　　 日 

菌株分譲願・誓約書

国立大学法人 東京大学 医科学研究所
感染症国際研究センター 病原微生物資源室
室長　川口　寧 殿

依頼者

	職名・氏名
	印

	所属機関・部門
	

	所在地


	(〒　　　-　　　　　)



	TEL
	

	FAX
	

	E-mail
	


責任者 (研究室の教授等またはそれに相当する統括責任者)

	職名・氏名
	印

	所属機関・部門
	

	所在地


	(〒　　　-　　　　　)



	TEL
	

	FAX
	

	E-mail
	


下記の菌株の分譲をお願いします。分譲された菌株の使用に当たっては、下記細菌の分譲と使用に関する同意書に記載の要項を遵守します。
＊） 感染症法特定病原体に該当する場合に、分類を記入。

	1
	Strain No. IID
	日本細菌学会BSL
	感染症法特定病原体*
	種
主

	
	菌株名

	
	使用目的

	
	使用場所


	2
	Strain No. IID
	日本細菌学会BSL
	感染症法特定病原体*
	種
主

	
	菌株名

	
	使用目的

	
	使用場所

	3
	Strain No. IID
	日本細菌学会BSL
	感染症法特定病原体*
	種
主

	
	菌株名

	
	使用目的

	
	使用場所


	4
	Strain No. IID
	日本細菌学会BSL
	感染症法特定病原体*
	種
主

	
	菌株名

	
	使用目的

	
	使用場所


	5
	Strain No. IID
	日本細菌学会BSL
	感染症法特定病原体*
	種
主

	
	菌株名

	
	使用目的

	
	使用場所


細菌の分譲と使用に関する同意書
1. 国立大学法人 東京大学 医科学研究所 感染症国際研究センター 病原微生物資源室（以下資源室）は、細菌の分譲を受けようとする者（依頼者）が、本菌株分譲願・誓約書（本資源室が発行するもの）をもって細菌の分譲を依頼した場合において、資源室が依頼の目的を適当と認めた場合、当該依頼者へ分譲をおこなうことに同意します。また分譲にあたって発生する費用を負担することに同意し、別途発行される請求書に従い支払いします。

2. 依頼者は、本資源室から分譲を受けた細菌の取り扱いにおいて、その細菌の危険度に基づいて、微生物及びDNAに関する日本国の法令、ガイドライン、諸規則等、特に「遺伝子組換え生物の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」および「感染症の予防並びに感染症の患者に対する医療に関する法律」を遵守するものとします。

3. 依頼者は、分譲された細菌が潜在的な危険性を有すること、当該細菌の取り扱い保管その他の行為が第三者にもその危険性が及ぶことを認識し、自らの責任において必要な一切の措置を講ずる義務を負うこととします。

4. 依頼者は、分譲を受けた細菌およびその複製物を第三者へ譲渡あるいは使用させないことを承諾します。

5. 依頼者は、分譲を受けた細菌およびその複製物が不用となった場合には、速やかに滅菌処理し廃棄することを承諾します。

6. 依頼者は、依頼した細菌の分譲を受けたときは、速やかに受領書を提出するものとします。

7. 依頼者は、分譲を受けた細菌を用いて学会発表、論文発表する場合には、本資源室、あるいは当該資源室より指示された分離責任者（機関）由来であることを表示するものとします。また、その発表の写しを本資源室に送付するものとします。本資源室は、事業の成果としてそれを公表することができます。

8. 依頼者は、分譲した細菌の遺伝学的、生物学的性状等に不備を認めた場合、本資源室は、依頼者から細菌を入手した日から30日以内に連絡を受ければ、その理由が適当と判断された場合には、分譲した細菌に代替する細菌を依頼者へ再送付します。

9. 依頼者は、分譲した細菌の取り扱い、複製、保管、管理等一切の行為に起因し、又はこれに関連して依頼者あるいは第三者に何らかの損害が生じた場合においても、一切の責任を負わないことに同意します。
10. 依頼者は、細菌の分譲により本資源室あるいは分離責任者に帰属する当該細菌が保有する知的財産権その他一切の権利が、依頼者に譲渡されるものではないことを異議なく承諾します。
11. 依頼者は、分譲菌株を宿主等とした遺伝子組換え生物の作出は、より危険な生物の創成につながることを十分に理解し、遺伝子組換えの操作を行わないことを原則とします。ただしやむをえず、分譲を受けた細菌あるいはその複製物を宿主等とした遺伝子組換え生物を作出する場合には、依頼者は、本資源室に連絡し「遺伝子組換え生物の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」に従いその取扱いについて別途協議するものとします。その場合、依頼者は取扱いの安全性に関して第二種使用等機関承認番号と内容を別書式等で本資源室に報告するものとします。その操作により生じた知的財産権等の取扱いについては本資源室と協議するものとします。
以下　余白

書式①-1

書式①-1

